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1.はじめに 

 

本報は2018年度に発表したその１の続報である。その１では、徳島県における実証実験の概要と被災度判定

計の設置について述べた。本報は、この実証実験で計測したデータ（以下、計測入力データという）とその利

活用についての報告を行う。計測入力データについては、計測震度と入力加速度軌跡図に関する検証を行う。 

 

 

2.計測入力データについて 

 

本実証実験は、徳島県（徳島市、阿南市、美馬市）で行い、我々の研究グループが管理しているデータベース

に計測入力データを現在も集積し続けている。本報で扱う計測入力データの期間は、2017年10月～2019年

6月とする。この期間に、気象庁の発表で徳島県内に震度1以上の観測があった場合が56件あった。このうち

実証実験の対象建物で計測があったものが31件であり、37棟のうち20棟以上で計測があったものに絞り、阿

南市の結果を表1に示す。また、併せて同市内にある防災科学研究所強震観測網（K-NET）にて計測された

データを示す。 

 

2.1.計測震度に関する検討 

 

計測震度の分布状況は、県内広域に渡っていることからも最大で2.5のばらつきが確認された。また、同市内

のK-NETで計測していなくても被災度判定計で計測している場合もあれば、その逆の場合もあった。また、表

１に示す阿南市の場合、同一市内でも0.5～1.9のばらつきがあった。ばらつき具合には、建物、震源の方向や

規模等に関連している様子はなく、建物ごと地震ごとに大きくなったり小さくなったりしていることが分

かった。 

 

2.2.入力加速度軌跡図に関する検討 

 

図1に表１の地震No.11における建物No.25～29及び同市内K-NETの加速度軌跡図（3面）を示す。加速度軌跡

図は三軸合成の最大加速度を記録した時刻までを黒色の実線、それ以降を灰色の実線で描いている。図中の最

外円はその平面での最大加速度を半径とした円であり、NSEW面の円上にある×印はたたえ物から見た水平の

震源方向を示している。基準化はNSEW平面の二軸合成の最大加速度を1としたものである。同一市内であって

も軌跡の形状は建物ごとに大きく異なっている。また、NSEW面における最大加速度ベクトルの最大値は約6倍

の差がある。建物ごと地震ごとに性状が異なっていると考えられる。 

 

3.情報開示ツール 

 

計測入力データの利活用の１つとして情報開示のツールとして防災一括管理システム、スマートフォンによる

防災アプリ、防災情報モニターの開発を行った。また実証実験では関係者および協力していただいた市民によ

り模擬データを用いた防災訓練を行った。そのうえで、アンケート調査を実施し、意見をまとめ分析した。 
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4.まとめ及び今後の課題 

本報では、計測入力データとその利活用の1例として情報開示ツールについて示した。計測入力データについ

ては、計測震度の分布状況と入力加速度軌跡図を示し、建物ごと地震ごとに大きくなったり小さくなったり性

状が異なっていることを示した。また、計測入力データの利活用の１つである防災一括管理システム、ス

マートフォンによる防災アプリ、防災情報モニターによる防災訓練を実施したアンケート結果を示し有効性を

示した。今後の課題としては、計測入力データの計測震度及び入力加速度軌跡図に関する検討については、今

後さらにビッグデータを集積し、この性状に関して統計的に分析することで、建物の入力（揺れやすさ）につ

いての傾向を明らかとする可能性があると考えられる。情報開示ツールについては、改善や行政の防災対応へ

導入及び運用の検討を行う必要がある。 
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